
平成１６年３月期　個別財務諸表の概要
平成16年 5月10日

上　場　会　社　名 住 友 重 機 械 工 業 株 式 会 社 上場取引所 東・大

コ　ー　ド　番　号 ６３０２ 本社所在都道府県 東京都
 （ ＵＲＬ　http://www.shi.co.jp/ ）

代　　表　　者　 代表取締役社長 日 納　義 郎
問合せ先責任者 ＩＲ広報室長 源　 　孝 ℡　(03)5488-8219

決算取締役会開催日 平成16年 5月10日 中間配当制度の有無　　　有

定時株主総会開催日 平成16年 6月29日 単元株制度採用の有無　　有（１単元　1,000株）

１．16年 3月期の業績（平成15年 4月 1日～平成16年 3月31日）

  （１）経営成績

　 　 　 　

百万円 ％   百万円 ％   百万円 ％
16年3月期 255,526  △ 4.9  23,056   232.0 16,681   609.6

15年3月期 268,823  △13.1   6,943  △21.8  2,350  △66.4

　 １株当たり 潜在株式調整後 株主資本 総  資  本 売  上  高

当期純利益 １株当たり当期純利益 当期純利益率 経常利益率 経常利益率

  百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％
16年3月期 2,490     　－ 4 14    －   2.4 3.7 6.5
15年3月期 △854     　－ △1 45    － △0.9 0.5 0.9
（注）①期中平均株式数 16年3月期 602,067,719株  15年3月期 588,460,701株

 ②会計処理の方法の変更　　有  

 ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

 

  （２）配当状況
１ 株 当 た り 年 間 配 当 金 配当金総額 配 当 性 向 株主資本

中   間 期   末 （年  間） 配当率

円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％
16年3月期 0 00 0 00 0 00   －      －      －
15年3月期 0 00 0 00 0 00   －      －      －

  （３）財政状態

１ 株 当 た り

総　資　産 株　主　資　本 株主資本比率 株　主　資　本

百万円 百万円 ％ 円 銭
16年3月期 456,233 107,817 23.6 179 10
15年3月期 453,318  97,249 21.5 165 33
（注）①期末発行済株式数 16年3月期 601,989,226株  15年3月期 588,213,851株

　 ②期末自己株式数 16年3月期     636,359株  15年3月期     482,829株

　

２．17年 3月期の業績予想（平成16年 4月 1日～平成17年 3月31日）

　 　 　 　

百万円 百万円 百万円

中間期 110,000  5,000 1,500

通  期 240,000 15,000 5,000
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）       8 円 31 銭

＊上記業績予想に関する事項は、決算短信（連結）添付資料６ページの（３）経営成績 ２．次期の見通しを
  ご参照下さい。

＊記載金額は、16年 3月期から百万円未満を四捨五入して表示しています。なお、15年 3月期は百万円未満を

　切捨てて表示しています。

売　上　高 経 常 利 益 当 期 純 利 益

売　上　高 営 業 利 益 経 常 利 益

当期純利益
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【単 独】

（１）部門別受注・売上・受注残高

 （ 受 注 高 ） （単位：百万円）
当　　期 前　　期 前　期　増　減

( 15/ 4 ～ 16/ 3 ） ( 14/ 4 ～ 15/ 3 ）
部     門 金 　額 構成比 金 　額 構成比 金 　額 増減比

％ ％ ％
 標準･量産機械 138,035 47.4 107,811 46.5 30,223 28.0

 環境･ﾌﾟﾗﾝﾄその他 47,071 16.2 51,729 22.3 △ 4,658 △ 9.0

 船舶鉄構･機器 93,666 32.2 49,814 21.5 43,851 88.0

 機  械 12,364 4.2 22,340 9.7 △ 9,976 △44.7

合　　　計 291,135 100.0 231,695 100.0 59,440 25.7

内　輸  出 140,429 48.2 70,356 30.4 70,073 99.6

 （ 売 上 高 ） （単位：百万円）
当　　期 前　　期 前　期　増　減

( 15/ 4 ～ 16/ 3 ） ( 14/ 4 ～ 15/ 3 ）
部     門 金 　額 構成比 金 　額 構成比 金 　額 増減比

％ ％ ％
 標準･量産機械 129,008 50.5 101,120 37.6 27,888 27.6

 環境･ﾌﾟﾗﾝﾄその他 54,320 21.3 67,344 25.0 △13,025 △19.3

 船舶鉄構･機器 55,022 21.5 79,999 29.8 △24,978 △31.2

 機  械 17,177 6.7 20,359 7.6 △ 3,182 △15.6

合　　　計 255,526 100.0 268,823 100.0 △13,297 △ 4.9

内　輸  出 100,093 39.2 91,470 34.0 8,623 9.4

 （ 受 注 残 高 ） （単位：百万円）
当　期　末 前　期　末 前　期　増　減

（ 16． 3．31 ） ( 15 . 3. 31 )
部     門 金 　額 構成比 金 　額 構成比 金 　額 増減比

％ ％ ％
 標準･量産機械 40,753 19.0 31,726 17.7 9,027 28.5

 環境･ﾌﾟﾗﾝﾄその他 53,819 25.1 61,067 34.1 △ 7,249 △11.9

 船舶鉄構･機器 107,589 50.2 69,254 38.6 38,335 55.4

 機  械 12,304 5.7 17,116 9.6 △ 4,813 △28.1

合　　　計 214,465 100.0 179,164 100.0 35,300 19.7

内　輸  出 98,365 45.9 58,028 32.4 40,336 69.5

＊　所属部門の変更
　量子先端機器事業センターの所属部門は従来、機械部門であったが、当期より標準・量産機械
　部門に変更している。
　これに伴い、前期についても変更後の部門に基づいて表示している。
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【単 独】

（２） 損　益　計　算　書

(単位：百万円）

当    期 前    期

(15/4～16/3) (14/4～15/3) 増   減

Ⅰ　売上高 255,526 268,823  △ 13,297

Ⅱ　売上原価 ( 81.6%) 208,572 ( 88.1%) 236,700  △ 28,129

　　売上総利益 ( 18.4%) 46,954 ( 11.9%) 32,122 14,831

Ⅲ　販売費及び一般管理費 23,898 25,178  △ 1,281

　　営業利益 (  9.0%) 23,056 (  2.6%) 6,943 16,112

Ⅳ　営業外収益 (   3,643 ) (   1,914 ) ( 1,728 )

　　　受取利息及び受取配当金   2,116   944 1,172

　　　その他 1,527 970 557

Ⅴ  営業外費用 (   10,018 ) (   6,507 ) ( 3,510 )

　　　支払利息 3,085 3,101  △ 16

    　その他 6,933 3,406 3,526

　　営業外損益 △  6,375 △  4,593  △ 1,781

　　経常利益 (  6.5%)   16,681 (  0.9%)   2,350 14,330

Ⅵ　特別利益 (   2,351 ) (   10,064 ) (△ 7,714 )

　　　投資有価証券売却益 1,067 232 834

　　　関係会社清算益 632 － 632

　　　関係会社株式売却益 441 571  △ 130

　　　退職給付信託設定益 212 782  △ 570

　　　固定資産売却益 － 8,478  △ 8,478

Ⅶ　特別損失 (   13,275 ) (   10,862 ) ( 2,412 )

　　　退職給付会計基準変更時差異償却 5,290 5,290 －

　　　不動産売買契約解除損 4,067 － 4,067

　　　工場再配置損失 1,652 601 1,050

　　　販売費及び一般管理費仕掛品配賦額取崩損 1,147 － 1,147

　　　関係会社整理損 755 － 755

　　　特別退職金 364 458  △ 94

　　　投資有価証券評価損 － 3,770  △ 3,771

　　　投資有価証券売却損 － 302  △ 302

　　　和解金 － 272  △ 272

　　　関係会社株式評価損 － 167  △ 168

　　税引前当期純利益 (  2.3%)   5,757 (  0.6%)   1,552 4,204

　　法人税、住民税及び事業税 35 2,310  △ 2,275

　　法人税等調整額   3,232   97 3,135

　　当期純利益又は当期純損失（△） (  1.0%)   2,490 (△0.3%) △ 854 3,344

　　前期繰越損失（△） △ 842 －  △   842

　　土地再評価差額金取崩額   119 12 106

　　当期未処分利益又は当期未処理損失（△）   1,767 △ 841 2,608
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【単 独】

（３） 貸　借　対　照　表

（単位：百万円）

16. 3.31 15. 3.31 増   減 16. 3.31 15. 3.31 増   減

資 　　産　 　の   　部 負 　　債　 　の   　部

Ⅰ 流 動 資 産 ( 187,031 ) ( 181,279 ) ( 5,751 ) Ⅰ 流 動 負 債 ( 211,533 ) ( 231,823 ) ( △ 20,290 )

現金及び預金 31,445 24,500 6,945 支払手形 18,901 22,301 △  3,400

受取手形 2,767 3,523 △    757 買掛金 61,662 53,957 7,704

売掛金 74,043 83,586 △  9,543 短期借入金 45,133 77,585 △ 32,452

製品 587 361 225 コマーシャルペーパー 10,000 8,000 2,000

半製品 6,980 7,900 △    921 一年以内返済予定の長期借入金 30,459 33,687 △  3,229

原材料貯蔵品 658 877 △    219 未払金 7,494 8,913 △  1,420

仕掛品 30,052 35,556 △  5,504 未払費用 3,156 2,970 185

前渡金 12,510 2,140 10,370 未払法人税等 31 1,632 △  1,601

前払費用 419 646 △    228 前受金 25,141 18,101 7,040

繰延税金資産 6,914 2,912 4,002 預り金 6,876 1,960 4,916

関係会社短期貸付金 5,367 2,875 2,492 保証工事引当金 1,812 2,495 △    684

未収入金 15,001 15,253 △    252 関係会社整理損失引当金 673 － 673

その他 898 1,906 △  1,009 その他 195 215 △     21

貸倒引当金 △    611 △    760 150

Ⅱ 固 定 負 債 ( 136,883 ) ( 124,245 ) ( 12,638 )

Ⅱ 固 定 資 産 ( 269,202 ) ( 272,039 ) ( △  2,837 ) 長期借入金 96,848 90,694 6,153

(有形固定資産) ( 154,479 ) ( 158,832 ) ( △  4,354 ) 退職給付引当金 7,319 965 6,354

建物 27,895 28,580 △    686 関係会社整理損失引当金 200 － 200

構築物 6,422 6,792 △    371 再評価に係る繰延税金負債 31,215 31,296 △     81

機械装置 9,296 9,809 △    514 その他 1,301 1,288 12

船舶 0 12 △     12

車両運搬具 82 101 △     19 負　債　合　計 348,416 356,068 △  7,653

工具器具備品 2,548 2,669 △    121 資 　　本　 　の   　部

土地 107,267 109,485 △  2,219

建設仮勘定 969 1,380 △    412 Ⅰ 資 本 金 ( 30,872 ) ( 30,871 ) ( － )

(無形固定資産) ( 1,787 ) ( 1,563 ) ( 223 )

施設利用権 68 72 △      5 Ⅱ 資本剰余金 ( 19,982 ) ( 15,712 ) ( 4,269 )

ソフトウェア 999 996 2 資本準備金 ( 19,980 ) ( 15,712 ) ( 4,268 )

その他 721 494 226 その他資本剰余金 ( 2 ) ( － ) ( 2 )

(投資その他の資産) ( 112,936 ) ( 111,643 ) ( 1,293 ) 　自己株式処分差益 2 － 2

投資有価証券 23,068 12,631 10,437

関係会社株式 68,474 67,373 1,101 Ⅲ 利益剰余金 ( 8,058 ) ( 5,449 ) ( 2,608 )

関係会社出資金 3,624 3,259 365 利益準備金 6,291 6,291 －

長期貸付金 0 0 0 当期未処分利益又は 1,767 △    841 2,608

従業員長期貸付金 35 41 △      6 当期未処理損失(△)

関係会社長期貸付金 － 196 △    197

更生債権等 1,022 1,103 △　   81 Ⅳ 土地再評価差額金 ( 45,500 ) ( 45,618 ) ( △    119 )

長期前払費用 4,005 4,207 △    202

繰延税金資産 9,725 19,342 △  9,617 Ⅴ その他有価証券評価差額金 ( 3,479 ) ( △    363 ) ( 3,842 )

その他 4,209 4,714 △    505

貸倒引当金 △  1,228 △  1,226 △      2 Ⅵ 自己株式 ( △     73 ) ( △     38 ) ( △     35 )

資  本  合  計 107,817 97,249 10,567

資　産　合　計 456,233 453,318 2,914 負 債・資 本 合 計 456,233 453,318 2,914

　 　 　

－２４－



【単 独】

     利　益　処　分　案（４） 損失処理案
（単位：百万円）

前　　　　　期

 (平成15年 6月27日)

 当期未処理損失（△） △ 841

 これを次のとおり処理します。

 次期繰越損失（△） △ 841

（５） 利益処分案
（単位：百万円）

当　　　　　期

 (平成16年 6月29日)

 当期未処分利益の処分

 当期未処分利益 1,767

 これを次のとおり処分します。 　

 次期繰越利益 1,767

 その他資本剰余金の処分

 その他資本剰余金 2

 これを次のとおり処分します。

 その他資本剰余金次期繰越高 2

－２５－



【単 独】

（重要な会計方針）

１．資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

満期保有目的の債券　…………………償却原価法

子会社株式及び関連会社株式　………　移動平均法に基づく原価法

その他有価証券

時価のあるもの　……………………　決算期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は、全部資本直入法により処理し、売却原価は、移動平均法により算定）

時価のないもの　……………………　移動平均法に基づく原価法

(2) たな卸資産

仕      掛      品 ……………………　個別法に基づく原価法

製品、半製品及び原材料貯蔵品 …………総平均法に基づく原価法

２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

定率法を採用している。

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっている。

　ただし、平成10年 4月 1日以降に取得した建物(建物附属設備を除く)については、定額法を採用

している。

(2) 無形固定資産

定額法を採用している。

なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっている。

　ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額

法を採用している。

３．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため一般債権については、貸倒実績率により計上している。

　また、貸倒懸念債権及び破産更生債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上している。

(2) 保証工事引当金

製品納入後の無償修理費用の支出に備えるため過去の実績に基づき計上している。

(3) 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、

当期末において発生していると認められる額を計上している。

　なお、会計基準変更時差異（48,189百万円）については、平成12年度に投資有価証券（時価

21,738百万円）を退職給付信託に拠出することにより同額を一時に費用処理し、残額（26,450百

万円）については、５年による按分額を費用処理している。

　また、数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定年数（12年）

による定額法により按分した額を、それぞれ発生した翌事業年度から費用処理することとしてい

る。

(4) 関係会社整理損失引当金

　清算の手続きに入った子会社２社の清算に伴う損失見込額を計上している。

４．リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

５．ヘッジ会計の方法

(1) ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっている。ただし、特例処理の要件を満たす金利スワップについては、特例

処理を採用している。

また、為替予約については振当処理の要件を満たしている場合は、振当処理を採用している。

－２６－



【単 独】

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

 ヘッジ手段  ヘッジ対象 

為替予約取引 外貨建売掛金及び予定取引

金利スワップ取引 借入金

(3) ヘッジ方針

取締役会で定めた「市場リスク管理規程」に基づき、リスクの低減と利益の極大化を図ることを

目的としており、実需原則に従い投機的な取引は行わないこととしている。

(4) ヘッジの有効性評価の方法

ヘッジ手段とヘッジ対象を６ヶ月毎に時価評価し、比較検討することにより、有効性の検証を実

施している。

６．収益及び費用の計上基準

売上高の計上方法は、引渡しを完了したときに売上を計上しているが、工期が１年を超え、かつ、

請負金額が10億円以上の長期請負工事については工事進行基準を適用している。

７．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

（会計処理の変更）

販売費及び一般管理費の仕掛品への配賦

当社は従来、販売費及び一般管理費の一部費用を仕掛品に配賦していたが、当期より発生時の費用

とする方法に変更した。

この変更は、近年の長期請負工事等の規模縮小及び工事進行基準の適用により、着工から売上計

上までの期間が短縮傾向にあり、また、平成15年４月１日に、当社の造船事業（販売部門を除く）

を、新たに設立した100%出資子会社である住友重機械マリンエンジニアリング㈱に営業譲渡した

ことにより、さらにこの傾向が強まったため、従来仕掛品に配賦していた販売費及び一般管理費

を発生時の費用とすることにより、財務の健全化をより一層図ることを目的として行ったもので

ある。

この結果、従来の方法により算出した場合に比べ、販売費及び一般管理費は172百万円増加し、

営業利益及び経常利益は172百万円、税引前当期純利益は1,319百万円それぞれ減少している。

（６）有価証券関係

当期（平成16年 3月31日現在）

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

（単位：百万円）

 ①子会社株式 643 1,140 497

 ②関連会社株式 1,201 1,732 530

1,844 2,871 1,027

前期（平成15年 3月31日現在）

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

（単位：百万円）

 ①子会社株式 643 574 △ 　69

 ②関連会社株式 1,201 1,248 47

1,844 1,822 △　 21

（７）税効果会計関係

　　（本項目につきましては６月上旬を目処に「決算発表資料の追加」として開示いたします。）

差　額

差　額

時　価

時　価貸借対照表計上額

貸借対照表計上額

合　計

合　計

－２７－



別　紙

役員の異動

Ⅰ．代表者の異動 （平成１６年６月２９日付）

該当事項はありません。

Ⅱ．その他の役員の異動 （平成１６年６月２９日付）

１）取締役および監査役の異動

該当事項はありません。

２）執行役員の異動

① 新任予定執行役員 （平成１６年６月２９日付）

常務執行役員　

豊住　滋 （現　パワートランスミッション・コントロール事業本部　

企画管理部長）

② 執行役員の役位変更予定 （平成１６年６月２９日付）

専務執行役員　

中村　吉伸 （現　常務執行役員）

③ 退任予定執行役員 （平成１６年５月３１日付）

齊藤　十内 （現　執行役員）

＊６月１日付で日本スピンドル製造株式会社顧問に就任予定

Ⅲ．執行役員の担当・分掌予定 （平成１６年６月２９日付）

新役職 旧役職 引き続き兼務する役職 氏名

専務執行役員 常務執行役員 中村　吉伸

常務執行役員 豊住　滋

以上

精密機械事業本部長、同
事業本部　レーザ事業セ
ンター長

パワートランスミッショ
ン・コントロール事業本
部　企画管理部長

－２８－




